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当社による株式会社ラストパートナーとの資本業務提携に関するお知らせ 

 

 

当社は、株式会社ラストパートナー（以下「ラストパートナー社」）と資本業務提携を行うことを決定いた

しましたので、下記のとおりお知らせいたします。 

 

 

記 

 

 

１．資本業務提携の理由 

当社グループは、2026 年９月期を初年度とする中期経営計画（FY26-FY30）において、労働需給ギャップの

解消に向けた取り組みを重要な経営課題と位置付けております。当社試算では、2030年には１日当たり 1,386

万時間（年間約 50 億時間）の労働需給ギャップが生じると予測しており、「Circular Recruiting（サーキュ

ラーリクルーティング・循環型採用）」の推進を通じ、日本の労働需給ギャップ解消の大いなる一助となるこ

とを目指しております。 

年間約 50 億時間の労働需給ギャップを解消するには、年々減少する労働力人口だけを頼りに解消すること

は困難であり、外国人材の活躍は必要不可欠と認識しております。技能実習制度、特定技能制度、また 2027

年４月に施行される育成就労制度により、監理・支援体制の高度化が求められるなど、制度環境の変化は事業

機会の拡大につながるものと捉えており、当社試算では 2030 年時点で約 1 兆円規模の市場になると予測して

おります。 

 

外国人材の受入れにおいては、すでに在留人数の多い国での「現在市場」のシェア獲得に加え、今後の入国

者数の拡大が見込まれる国での「将来市場」の獲得が重要になると当社は考えております。中でもネパール

は、特定技能等の在留人数が前年比 177％と当社が分析した主要国の中で最も高い伸びを示しており、当社試

算では、2030 年に向けてミャンマーに続き新規入国者の主要な送り出し国の一つになると見込んでおります。 

 



（参考）国別ワーカー・学生系 4資格（特定技能＋技能実習＋留学＋技人国）新規入国人数の推移（当社試算） 

 

 

ラストパートナー社は、特定技能を中心とした有料職業紹介事業及び登録支援機関事業を展開しております。

同社はネパール現地にて高い教育水準を有する日本語学校と独自提携をしており、日本語教育のみにとどまら

ず、日本の文化・価値観を理解した優秀なネパール人材を日本企業へ紹介しているほか、登録支援機関として

来日後の就労・生活支援も担っております。当社グループは、同社が現地での教育から紹介、来日後の定着支

援までを担う体制を有しており、今後の成長が見込まれるネパールにおいて人材の育成段階から接点を持つこ

とができる点を評価し、本資本業務提携に至りました。 

 

当社グループは、送り出し・教育・紹介・定着支援までを一気通貫で提供する体制の構築を進めること

で、外国人活躍市場における競争優位性の確立を目指してまいります。 

 

 

２．資本業務提携の内容等 

（１） 業務提携の内容 

 当社とラストパートナー社は、以下の事項について業務提携を行う予定です。 

① ネパールを中心とした外国人材の当社グループへの紹介に関する連携 

② 現地の教育機関・送り出し機関と連携した来日前教育及び人材確保の体制構築 

③ 登録支援機関業務を通じた来日後の就労・生活支援及び定着支援に関する連携 

 

（２） 資本提携の内容 

当社は、ラストパートナー社が実施する第三者割当増資を引き受け、同社の A 種類株式を取得いたしま

す（取得後の保有比率 14.9％、取得価額約 40 百万円）。また、本資本業務提携に基づき、当社はラストパー

トナー社に取締役１名を派遣する予定です。 

 



 

（３） 相手先に新たに取得される株式の数及び発行済株式（自己株式を除く。）の総数に対する割合 

該当事項はありません。 

 

 

３．相手先の概要 

（１） 名 称 株式会社ラストパートナー 

（２） 所 在 地 兵庫県神戸市中央区下山手通二丁目 13番３号建創ビル９Ｆ－51 

（３） 代表者の役職・氏名 代表取締役 土岐 誠 

（４） 事 業 内 容 
特定技能を中心とした有料職業紹介事業及び登録支援機関事業、ITコンサ

ルティング・システム開発事業、BPO事業 

（５） 資 本 金 4百万円 

（６） 設 立 年 月 日 2021年１月 25日 

（７） 
上場会社と当該会社 

と の 間 の 関 係 

資 本 関 係 現時点において該当事項はありません。 

人 的 関 係 現時点において該当事項はありません。 

取 引 関 係 現時点において該当事項はありません。 

関連当事者へ

の 該 当 状 況 
現時点において該当事項はありません。 

 

 

以 上 


